「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
星野公平ニュース

Ｎｏ．１３１　　２０１１年　３　月　１０　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団)

住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５　
国会　来年度予算案　論戦は参議院へ
先週はじめ（１日）に、菅内閣になって初めての来年度予算案が衆議院の予算委員会で強行採決され、与党の賛成多数で衆議院を通過しました。
政権交代から１年余、政府・民主党は、自公政権を退場させた歴史的な国民の審判を踏みにじり、究極まで自民党化してしまいました。予算案では、大企業・大資産家に減税をばらまき、年金削減など社会保障を切り捨てる一方で、米軍｢思いやり予算｣には手を付けず、赤字国債頼みから脱却する展望などありません。元自民党の与謝野氏を入閣させて、増税法案作りをすすめ、更には農業を壊し経済主権も明け渡す環太平洋連携協定(ＴＰＰ)を推進しようとしています。小沢元代表がヤミ献金疑惑で起訴されても証人喚問を実現させて説明責任を果たそうとしません。｢国民生活が第一｣から｢財界とアメリカの利益第一｣への転落は目を覆うばかりです。
日本共産党は、笠井亮議員が反対討論をし、大企業減税は内需拡大に効果がない事、社会保障の削減は民主党の公約違反である事、財源で国債依存は消費税増税につながる事等々を指摘し反対しました。　

予算案の論戦は参議院に移りました。菅政権は数を頼んで成立させた（３０日後）ものの関連法案成立の展望はまったく立っていません。それだけに、一部野党の取り込みや政権維持への策動もいっそう強まっています。しかし、財界とアメリカに付き従う政権・政党と国民との矛盾は避けられません。国民のたたかいと連帯して、政治を動かし、展望をひらく新たなたたかいが始まりました。
星野公平のモットー　　安心できる教育･医療･老後を
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
桑名市議会　　　　　今後の予定
３月　８日（火）～１１日（金）、 １４日（月）

午前１０時  　本会議(代表・議案質疑、一般質問）

３月１５日（火）～１８日（金）  午前１０時　　常任委員会
３月２４日（木）　　　　　　午後１時  本会議(委員長報告、討論、議決）閉会
星野公平の一般質問　１０日の午後予定
1  市税等の滞納について　　　強権的な取立ては良い事がない
2  指定管理者制度について　　見直しの時期ではないか
3  教育関係で　　　　　　　　公民館・図書館・学力テスト
4  情報公開について　　　　　部分開示・非開示が多いのではないか
5  景観を守るための景観条例・景観計画について  やる気が試される
常任委員会は、建設水道に所属しており、１６日（水）、１８日（金）に予定されています。予算案に対しては、もっと精査しなければならないと考えています。
桑名でワンストップサービスを実施（無料）
４月１６日（土）　　桑名市民会館３階の大会議室・会議室
午後１時から学習会　生活保護の基礎と実践、ハローワークの説明

午後２時から相談会　生活保護、雇用･労働問題、多重債務等々

幅広い相談を受け付けます。　　　　　　

主催　生活保護問題対策全国会議・東海生活保護利用支援ネットワーク

共催　桑名市（保健福祉部）　協力　社協、ハローワーク、桑員社保協
福祉とくらし一番の三重に（２０１１年版）
県民本位のやさしい三重県政をつくる会

くらしと地方自治、地域経済再生へ「３つの転換」「７つの実行」

三重の政治は、シャープや石原産業など資金も体力もある大企業には至れり尽くせりですが、長引く不況の中で、資力に乏しく息絶えながら営業を続ける中小・零細業者へは冷淡です。経営が苦しくて税金や国保税の滞納を余議なくされた業者へは、売上げや資産の差押え処分・健康保険証の取上げなど容赦のない取立てが横行しています。高い三重の財政力を生かし、政治を住民の手に取り戻し、くらし・福祉と中小企業を支援して、元気な三重、県民に優しい県政を実現しよう。

「３つの転換」　  １、くらしに冷たい県政から、県民に優しい県政へ
２、国・財界「言いなり」から、“県民が主人公”国・財界にモノ言う県政へ

３、地方自治破壊を許さず、県民の声が通る県政へ

「７つの実行」　  １、地域医療・福祉充実で、県民のくらし安定を
２、中小企業・地場産業・農林漁業を根幹にすえた経済政策で、経済を元気に

３、若者が安定した仕事に就き、未来に希望がもてる三重に

４、安心して産み育てられる三重に

５、みどりと環境を優先し、災害に強い県土をつくる

６、年間７千億円の財政を、くらしと地域のために

７、憲法・地方自治の精神を生かし、県民の声が通る県政に

【県民のくらし・福祉・営業は、これでいいのでしょうか】

県民の願いは、第１位は医療、第２位は公共交通、第３位は雇用。福祉水準は全国最低クラスなのに、福祉切り捨てつぎつぎ（介護保険―重い保険料・利用料の負担、急増する特養ホーム待機者―入居できるのは年に１割、高い国保税―滞納世帯が２４％）。三重の教育行政（急がれる３０人以下学級―当面３５人以下学級）。農業・漁業・林業は基幹産業（ＴＰＰ参加は、三重の農業に壊滅的打撃）。世界に逆行する三重の環境行政（ムダな事業に税金を投入、破綻のツケは県民に）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

止まらない１５階建てマンション建設（駅元町）
富士不動産、麦島建設は住民の意見を無視して工事着工.　　　　　　　　　　　

３月５日（土）の夜、地域の住民の方を集めて何回目かの説明会があった。２月２２日に建築確認がおり、早急に建設にかかろうとしていました。住民の方が「１５階建て」に反対しているのに聞く耳を持っていない。何ら説明をしようとしない。そして月曜日（７日）から重機の搬入をし、工事を着工すると表明。近隣の家屋調査は全然してないのに、強引に工事協定書を結んで進めようとしていた。もちろん住民は反対で、まず家屋調査をして（応じられるかどうかは別問題だが）から工事協定を結ぼうというのが住民の多くの意見でした。富士不動産側(施工会社は麦島建設）は、工事を強行すると言い張って物別れに終わりました。
　月曜日午後２時に、狭い道をトレーラーで重機が搬入されました。麦島建設の現場責任者は、住民の声も聞かずに自分たちの仕事を進めていく。市役所の職員に富士不動産に対する指導内容を質したが、説明会をちゃんと開くように言いましただけで、結果については不調に終わったのを知っていたが、何ら対策を打とうとしない。だから進展は無い。まさにお役所仕事の事なかれ主義の典型だ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「住民の生活権は保障されるのか」見て行かなければならない。 
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建設現場　　　　　　　　狭い道から重機の搬入　　　　　　　　寒風に反対の幟が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

気になる隣の「名古屋市議選」（減税市長の正体は市民いじめ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ福祉を壊す河村市長の暴走を止める必要があります。マスコミは、「既成政党か地域政党（減税日本）か」、「前職か新人か」と煽っています。名古屋に応援に入った日本共産党の志位委員長は３つの願いを託して欲しいと訴えました。
「福祉や暮らしを守る」「巨大開発の無駄をやめる」「市民の声が届く議会を」






